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住民基本台帳法（昭和42年7月25日法律第81号） 

 【令和６年４月１日】抜粋 

 

（住民票の記載事項） 

第七条 住民票には、次に掲げる事項について記載（前条第三項の規定により磁気ディスクをもつて

調製する住民票にあつては、記録。以下同じ。）をする。 

一 氏名 

二 出生の年月日 

三 男女の別 

四 世帯主についてはその旨、世帯主でない者については世帯主の氏名及び世帯主との続柄 

五 戸籍の表示。ただし、本籍のない者及び本籍の明らかでない者については、その旨 

六 住民となつた年月日 

七 住所及び一の市町村の区域内において新たに住所を変更した者については、その住所を定めた

年月日 

八 新たに市町村の区域内に住所を定めた者については、その住所を定めた旨の届出の年月日（職

権で住民票の記載をした者については、その年月日）及び従前の住所 

八の二 個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成二十五年法律第二十七号。以下「番号利用法」という。）第二条第五項に規定する個人番号を

いう。以下同じ。） 

九 選挙人名簿に登録された者については、その旨 

十 国民健康保険の被保険者（国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）第五条及び第六

条の規定による国民健康保険の被保険者をいう。第二十八条及び第三十一条第三項において同

じ。）である者については、その資格に関する事項で政令で定めるもの 

十の二 後期高齢者医療の被保険者（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十

号）第五十条及び第五十一条の規定による後期高齢者医療の被保険者をいう。第二十八条の二及

び第三十一条第三項において同じ。）である者については、その資格に関する事項で政令で定め

るもの 

十の三 介護保険の被保険者（介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第九条の規定による介護

保険の被保険者（同条第二号に規定する第二号被保険者を除く。）をいう。第二十八条の三及び

第三十一条第三項において同じ。）である者については、その資格に関する事項で政令で定める

もの 

十一 国民年金の被保険者（国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）第七条その他政令で定

める法令の規定による国民年金の被保険者（同条第一項第二号に規定する第二号被保険者及び同

項第三号に規定する第三号被保険者を除く。）をいう。第二十九条及び第三十一条第三項におい
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て同じ。）である者については、その資格に関する事項で政令で定めるもの 

十一の二 児童手当の支給を受けている者（児童手当法（昭和四十六年法律第七十三号）第七条の

規定により認定を受けた受給資格者（同条第二項に規定する施設等受給資格者にあつては、同項

第二号に掲げる里親に限る。）をいう。第二十九条の二及び第三十一条第三項において同じ。）

については、その受給資格に関する事項で政令で定めるもの 

十二 米穀の配給を受ける者（主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平成六年法律第百十

三号）第四十条第一項の規定に基づく政令の規定により米穀の配給が実施される場合におけるそ

の配給に基づき米穀の配給を受ける者で政令で定めるものをいう。第三十条及び第三十一条第三

項において同じ。）については、その米穀の配給に関する事項で政令で定めるもの 

十三 住民票コード（番号、記号その他の符号であつて総務省令で定めるものをいう。以下同

じ。） 

十四 前各号に掲げる事項のほか、政令で定める事項 

第二節 本人確認情報の通知及び保存等 

（市町村長から都道府県知事への本人確認情報の通知等） 

第三十条の六 市町村長は、住民票の記載、消除又は第七条第一号から第三号まで、第七号、第八号

の二及び第十三号に掲げる事項（同条第七号に掲げる事項については、住所とする。以下この項に

おいて同じ。）の全部若しくは一部についての記載の修正を行つた場合には、当該住民票の記載等

に係る本人確認情報（住民票に記載されている同条第一号から第三号まで、第七号、第八号の二及

び第十三号に掲げる事項（住民票の消除を行つた場合には、当該住民票に記載されていたこれらの

事項）並びに住民票の記載等に関する事項で政令で定めるものをいう。以下同じ。）を都道府県知

事に通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知は、総務省令で定めるところにより、市町村長の使用に係る電子計算機か

ら電気通信回線を通じて都道府県知事の使用に係る電子計算機に送信することによつて行うものと

する。 

３ 第一項の規定による通知を受けた都道府県知事は、総務省令で定めるところにより、当該通知に

係る本人確認情報を磁気ディスクに記録し、これを当該通知の日から政令で定める期間保存しなけ

ればならない。 

（都道府県知事から機構への本人確認情報の通知等） 

第三十条の七 都道府県知事は、前条第一項の規定による通知に係る本人確認情報を、機構に通知す

るものとする。 

２ 前項の規定による通知は、総務省令で定めるところにより、都道府県知事の使用に係る電子計算

機から電気通信回線を通じて機構の使用に係る電子計算機に送信することによつて行うものとす

る。 

３ 第一項の規定による通知を受けた機構は、総務省令で定めるところにより、当該通知に係る本人
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確認情報を磁気ディスクに記録し、これを当該通知の日から政令で定める期間保存しなければなら

ない。 

（本人確認情報の誤りに関する機構の通報） 

第三十条の八 機構は、その事務を管理し、又は執行するに当たつて、第三十条の六第三項の規定に

より都道府県知事が保存する本人確認情報であつて同項の規定による保存期間が経過していないも

の（以下「都道府県知事保存本人確認情報」という。）に誤りがあることを知つたときは、遅滞な

く、その旨を当該都道府県知事保存本人確認情報を保存する都道府県知事に通報するものとする。 

第三節 本人確認情報の提供及び利用等 

（国の機関等への本人確認情報の提供） 

第三十条の九 機構は、別表第一の上欄に掲げる国の機関又は法人から同表の下欄に掲げる事務の処

理に関し求めがあつたときは、政令で定めるところにより、第三十条の七第三項の規定により機構

が保存する本人確認情報であつて同項の規定による保存期間が経過していないもの（以下「機構保

存本人確認情報」という。）のうち住民票コード以外のものを提供するものとする。ただし、個人

番号については、当該別表第一の上欄に掲げる国の機関又は法人が番号利用法第九条第一項の規定

により個人番号を利用することができる場合に限り、提供するものとする。 

（デジタル庁への住民票コードの提供） 

第三十条の九の二 機構は、デジタル庁から番号利用法第二十一条第二項又は第二十一条の二第一項

（これらの規定を番号利用法第二十六条において準用する場合を含む。）の規定による事務の処理

に関し求めがあつたときは、政令で定めるところにより、当該求めに係る者の住民票に記載された

住民票コードを提供するものとする。 

２ 機構は、前項の規定により提供した住民票コードが記載された住民票について当該住民票コード

の記載の修正が行われたことを知つたときは、デジタル庁に対し、修正前及び修正後の住民票コー

ドを提供するものとする。 

３ 前二項に規定する場合において、機構は、機構保存本人確認情報を利用することができる。 

（通知都道府県の区域内の市町村の執行機関への本人確認情報の提供） 

第三十条の十 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、政令で定めるところにより、本人

確認情報を第三十条の七第一項の規定により通知した都道府県知事が統括する都道府県（以下「通

知都道府県」という。）の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関に対し、機構保存本人確認

情報（第一号及び第二号に掲げる場合にあつては、住民票コードを除く。）を提供するものとす

る。ただし、第一号に掲げる場合にあつては、個人番号については、当該市町村長その他の市町村

の執行機関が番号利用法第九条第一項の規定により個人番号を利用することができる場合に限り、

提供するものとする。 

一 通知都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関であつて別表第二の上欄に掲げる

ものから同表の下欄に掲げる事務の処理に関し求めがあつたとき。 
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二 通知都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関から番号利用法第九条第二項の規

定に基づき条例で定める事務の処理に関し求めがあつたとき。 

三 通知都道府県の区域内の市町村の市町村長から住民基本台帳に関する事務の処理に関し求めが

あつたとき。 

２ 前項（第三号に係る部分に限る。）の規定による通知都道府県の区域内の市町村の市町村長への

機構保存本人確認情報の提供は、総務省令で定めるところにより、機構の使用に係る電子計算機か

ら電気通信回線を通じて当該市町村長の使用に係る電子計算機に送信することによつて行うものと

する。ただし、特別の求めがあつたときは、この限りでない。 

（通知都道府県以外の都道府県の執行機関への本人確認情報の提供） 

第三十条の十一 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、政令で定めるところにより、通

知都道府県以外の都道府県の都道府県知事その他の執行機関に対し、機構保存本人確認情報（第一

号及び第二号に掲げる場合にあつては、住民票コードを除く。）を提供するものとする。ただし、

第一号に掲げる場合にあつては、個人番号については、当該都道府県知事その他の都道府県の執行

機関が番号利用法第九条第一項の規定により個人番号を利用することができる場合に限り、提供す

るものとする。 

一 通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事その他の執行機関であつて別表第三の上欄に掲げ

るものから同表の下欄に掲げる事務の処理に関し求めがあつたとき。 

二 通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事その他の執行機関から番号利用法第九条第二項の

規定に基づき条例で定める事務の処理に関し求めがあつたとき。 

三 通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事から第三十条の二十二第二項の規定による事務の

処理に関し求めがあつたとき。 

２ 前項（第三号に係る部分に限る。）の規定による通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事へ

の機構保存本人確認情報の提供は、総務省令で定めるところにより、機構の使用に係る電子計算機

から電気通信回線を通じて当該都道府県知事の使用に係る電子計算機に送信することによつて行う

ものとする。ただし、特別の求めがあつたときは、この限りでない。 

（通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の執行機関への本人確認情報の提供） 

第三十条の十二 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、政令で定めるところにより、通

知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関に対し、機構保存本人確

認情報（第一号及び第二号に掲げる場合にあつては、住民票コードを除く。）を提供するものとす

る。ただし、第一号に掲げる場合にあつては、個人番号については、当該市町村長その他の市町村

の執行機関が番号利用法第九条第一項の規定により個人番号を利用することができる場合に限り、

提供するものとする。 

一 通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関であつて別表第四

の上欄に掲げるものから通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事を経て同表の下欄に掲げる
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事務の処理に関し求めがあつたとき。 

二 通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関から番号利用法第

九条第二項の規定に基づき条例で定める事務の処理に関し求めがあつたとき。 

三 通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の市町村長から通知都道府県以外の都道府県の

都道府県知事を経て住民基本台帳に関する事務の処理に関し求めがあつたとき。 

２ 前項（第三号に係る部分に限る。）の規定による通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村

の市町村長への機構保存本人確認情報の提供は、総務省令で定めるところにより、機構の使用に係

る電子計算機から電気通信回線を通じて当該市町村長の使用に係る電子計算機に送信することによ

つて行うものとする。ただし、特別の求めがあつたときは、この限りでない。 

（都道府県の条例による本人確認情報の提供） 

第三十条の十三 都道府県知事は、当該都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関であ

つて条例で定めるものから条例で定める事務の処理に関し求めがあつたときは、条例で定めるとこ

ろにより、当該市町村長その他の市町村の執行機関に対し、都道府県知事保存本人確認情報（住民

票コード及び個人番号を除く。以下この条において同じ。）を提供するものとする。 

２ 都道府県知事は、他の都道府県の都道府県知事その他の執行機関であつて条例で定めるものから

条例で定める事務の処理に関し求めがあつたときは、条例で定めるところにより、当該都道府県知

事その他の都道府県の執行機関に対し、都道府県知事保存本人確認情報を提供するものとする。 

３ 都道府県知事は、他の都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関であつて条例で定

めるものから他の都道府県の都道府県知事を経て条例で定める事務の処理に関し求めがあつたとき

は、条例で定めるところにより、当該市町村長その他の市町村の執行機関に対し、都道府県知事保

存本人確認情報を提供するものとする。 

（市町村の条例による本人確認情報の提供） 

第三十条の十四 市町村長は、他の市町村の市町村長その他の執行機関であつて条例で定めるものか

ら条例で定める事務の処理に関し求めがあつたときは、条例で定めるところにより、当該市町村長

その他の市町村の執行機関に対し、本人確認情報（住民票コード及び個人番号を除く。）を提供す

るものとする。 

（本人確認情報の利用） 

第三十条の十五 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、都道府県知事保存本人

確認情報（住民票コードを除く。次項において同じ。）を利用することができる。ただし、個人番

号については、当該都道府県知事が番号利用法第九条第一項又は第二項の規定により個人番号を利

用することができる場合に限り、利用することができるものとする。 

一 別表第五に掲げる事務を遂行するとき。 

二 条例で定める事務を遂行するとき。 

三 本人確認情報の利用につき当該本人確認情報に係る本人が同意した事務を遂行するとき。 
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四 統計資料の作成を行うとき。 

２ 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第一号に掲げる場合にあつては政令

で定めるところにより、第二号に掲げる場合にあつては条例で定めるところにより、都道府県知事

以外の当該都道府県の執行機関に対し、都道府県知事保存本人確認情報を提供するものとする。た

だし、個人番号については、当該都道府県の執行機関が番号利用法第九条第一項又は第二項の規定

により個人番号を利用することができる場合に限り、提供するものとする。 

一 都道府県知事以外の当該都道府県の執行機関であつて別表第六の上欄に掲げるものから同表の

下欄に掲げる事務の処理に関し求めがあつたとき。 

二 都道府県知事以外の当該都道府県の執行機関であつて条例で定めるものから条例で定める事務

の処理に関し求めがあつたとき。 

３ 機構は、機構保存本人確認情報（個人番号を除く。）を、電子署名等に係る地方公共団体情報シ

ステム機構の認証業務に関する法律（平成十四年法律第百五十三号）第八条、第十一条、第十二

条、第十三条、第十五条第二項、第十六条の七、第十六条の十、第十六条の十一、第十六条の十四

第二項、第十八条第四項及び第五項、第二十七条、第三十条、第三十一条、第三十四条第二項、第

三十五条の七、第三十五条の十、第三十五条の十四第二項並びに第三十七条第三項の規定による事

務に利用することができる。 

４ 機構は、機構保存本人確認情報を、番号利用法第八条第二項及び第十六条の二の規定による事務

その他の番号利用法第三十八条の二第一項に規定する機構処理事務のうち総務省令で定めるものに

利用することができる。 

（報告書の公表） 

第三十条の十六 機構は、毎年少なくとも一回、第三十条の九及び第三十条の九の二の規定による機

構保存本人確認情報及び住民票コードの提供の状況について、総務省令で定めるところにより、報

告書を作成し、これを公表しなければならない。 

（本人確認情報管理規程） 

第三十条の十七 機構は、この法律の規定により機構が処理することとされている事務（以下「本人

確認情報処理事務」という。）の実施に関し総務省令で定める事項について本人確認情報管理規程

を定め、総務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 総務大臣は、前項の規定により認可をした本人確認情報管理規程が本人確認情報処理事務の適正

かつ確実な実施上不適当となつたと認めるときは、機構に対し、これを変更すべきことを命ずるこ

とができる。 

（帳簿の備付け） 

第三十条の十八 機構は、総務省令で定めるところにより、本人確認情報処理事務に関する事項で総

務省令で定めるものを記載した帳簿を備え、保存しなければならない。 

（監督命令等） 
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第三十条の十九 総務大臣は、本人確認情報処理事務の適正な実施を確保するため必要があると認め

るときは、機構に対し、本人確認情報処理事務の実施に関し監督上必要な命令をすることができ

る。 

（報告及び立入検査） 

第三十条の二十 総務大臣は、本人確認情報処理事務の適正な実施を確保するため必要があると認め

るときは、機構に対し、本人確認情報処理事務の実施の状況に関し必要な報告を求め、又はその職

員に、機構の事務所に立ち入り、本人確認情報処理事務の実施の状況若しくは帳簿、書類その他の

物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があつ

たときは、これを提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。 

（都道府県知事に対する技術的な助言等） 

第三十条の二十一 機構は、都道府県知事に対し、第三十条の六第一項の規定による通知に係る本人

確認情報の電子計算機処理（電子計算機を使用して行われる情報の入力、蓄積、編集、加工、修

正、更新、検索、消去、出力又はこれらに類する処理をいう。以下同じ。）に関し必要な技術的な

助言及び情報の提供を行うものとする。 

（市町村間の連絡調整等） 

第三十条の二十二 都道府県知事は、第三十条の六第二項の規定による電気通信回線を通じた本人確

認情報の送信その他この章に規定する市町村の事務の処理に関し、当該都道府県の区域内の市町村

相互間における必要な連絡調整を行うものとする。 

２ 都道府県知事は、当該都道府県の区域内の市町村の市町村長に対し、住民基本台帳に住民に関す

る正確な記録が行われるよう、必要な協力をするものとする。 

３ 機構は、都道府県知事に対し、当該都道府県の区域内の市町村の住民基本台帳に住民に関する正

確な記録が行われるよう、必要な協力をしなければならない。 

（本人確認情報等の提供に関する手数料） 

第三十条の二十三 機構は、第三十条の九又は第三十条の九の二第一項に規定する求めを行う別表第

一の上欄に掲げる国の機関若しくは法人又はデジタル庁から、総務大臣の認可を受けて定める額の

手数料を徴収することができる。 

（都道府県の審議会の設置） 

第三十条の四十 都道府県に、第三十条の六第一項の規定による通知に係る本人確認情報の保護に関

する審議会（以下この条において「都道府県の審議会」という。）を置く。 

２ 都道府県の審議会は、この法律の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議するほか、

都道府県知事の諮問に応じ、当該都道府県における第三十条の六第一項の規定による通知に係る本
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人確認情報の保護に関する事項を調査審議し、及びこれらの事項に関して都道府県知事に建議する

ことができる。 

３ 都道府県の審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。 

 

別表第二（第三十条の十関係） 

提供を受ける通知都道府県

の区域内の市町村の市町村

長その他の執行機関 

事務 

二の二 市町村長 地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例

又は森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成三十一年法律

第三号）による地方税若しくは森林環境税の賦課徴収又は地方税若し

くは森林環境税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事

務であつて総務省令で定めるもの 
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住民基本台帳法（昭和42年7月25日法律第81号） 

【令和６年５月27日施行部分抜粋】 

 

第四章の三 附票本人確認情報の処理及び利用等 

（市町村長から都道府県知事への附票本人確認情報の通知等） 

第三十条の四十一 市町村長は、戸籍の附票の記載、消除又は第十七条第二号、第三号及び第五号か

ら第七号までに掲げる事項の全部若しくは一部についての記載の修正を行つた場合には、当該戸籍

の附票の記載等に係る附票本人確認情報（戸籍の附票に記載されている同条第二号、第三号及び第

五号から第七号までに掲げる事項（戸籍の附票の消除を行つた場合には、当該戸籍の附票に記載さ

れていたこれらの事項）並びに戸籍の附票の記載等に関する事項で政令で定めるものをいう。以下

同じ。）を都道府県知事に通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知は、総務省令で定めるところにより、市町村長の使用に係る電子計算機か

ら電気通信回線を通じて都道府県知事の使用に係る電子計算機に送信することによつて行うものと

する。 

３ 第一項の規定による通知を受けた都道府県知事は、総務省令で定めるところにより、当該通知に

係る附票本人確認情報を磁気ディスクに記録し、これを当該通知の日から政令で定める期間保存し

なければならない。 

４ 都道府県知事は、前項の規定により都道府県知事が保存する附票本人確認情報であつて同項の規

定による保存期間が経過していないもの（以下「都道府県知事保存附票本人確認情報」という。）

の全部又は一部が滅失したときは、当該都道府県知事保存附票本人確認情報の回復に必要な措置を

講じなければならない。 

（都道府県知事から機構への附票本人確認情報の通知等） 

第三十条の四十二 都道府県知事は、前条第一項の規定による通知に係る附票本人確認情報を、機構

に通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知は、総務省令で定めるところにより、都道府県知事の使用に係る電子計算

機から電気通信回線を通じて機構の使用に係る電子計算機に送信することによつて行うものとす

る。 

３ 第一項の規定による通知を受けた機構は、総務省令で定めるところにより、当該通知に係る附票

本人確認情報を磁気ディスクに記録し、これを当該通知の日から政令で定める期間保存しなければ

ならない。 

４ 機構は、前項の規定により機構が保存する附票本人確認情報であつて同項の規定による保存期間

が経過していないもの（以下「機構保存附票本人確認情報」という。）の全部又は一部が滅失した

ときは、当該機構保存附票本人確認情報の回復に必要な措置を講じなければならない。 

（附票本人確認情報の誤りに関する機構の通報） 
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第三十条の四十三 機構は、その事務を管理し、又は執行するに当たつて、都道府県知事保存附票本

人確認情報に誤りがあることを知つたときは、遅滞なく、その旨を当該都道府県知事保存附票本人

確認情報を保存する都道府県知事に通報するものとする。 

（国の機関等への附票本人確認情報の提供） 

第三十条の四十四 機構は、別表第一の上欄に掲げる国の機関又は法人から同表の下欄に掲げる事務

の処理であつて国外転出者に係るものに関し求めがあつたときは、政令で定めるところにより、機

構保存附票本人確認情報のうち住民票コード以外のものを提供するものとする。 

（デジタル庁への住民票コードの提供） 

第三十条の四十四の二 機構は、デジタル庁から番号利用法第二十一条第二項又は第二十一条の二第

一項（これらの規定を番号利用法第二十六条において準用する場合を含む。）の規定による事務の

処理であつて国外転出者に係るものに関し求めがあつたときは、政令で定めるところにより、当該

求めに係る者の戸籍の附票に記載された住民票コードを提供するものとする。この場合において、

機構は、機構保存附票本人確認情報を利用することができる。 

（附票通知都道府県の区域内の市町村の執行機関への附票本人確認情報の提供） 

第三十条の四十四の三 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、政令で定めるところによ

り、附票本人確認情報を第三十条の四十二第一項の規定により通知した都道府県知事が統括する都

道府県（以下「附票通知都道府県」という。）の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関に対

し、機構保存附票本人確認情報（第一号及び第二号に掲げる場合にあつては、住民票コードを除

く。）を提供するものとする。 

一 附票通知都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関であつて別表第二の上欄に掲

げるものから同表の下欄に掲げる事務の処理であつて国外転出者に係るものに関し求めがあつた

とき。 

二 附票通知都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関から番号利用法第九条第二項

の規定に基づき条例で定める事務の処理であつて国外転出者に係るものに関し求めがあつたと

き。 

三 附票通知都道府県の区域内の市町村の市町村長から戸籍の附票に関する事務の処理に関し求め

があつたとき。 

２ 前項（第三号に係る部分に限る。）の規定による附票通知都道府県の区域内の市町村の市町村長

への機構保存附票本人確認情報の提供は、総務省令で定めるところにより、機構の使用に係る電子

計算機から電気通信回線を通じて当該市町村長の使用に係る電子計算機に送信することによつて行

うものとする。ただし、特別の求めがあつたときは、この限りでない。 

（附票通知都道府県以外の都道府県の執行機関への附票本人確認情報の提供） 

第三十条の四十四の四 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、政令で定めるところによ

り、附票通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事その他の執行機関に対し、機構保存附票本人
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確認情報（第一号及び第二号に掲げる場合にあつては、住民票コードを除く。）を提供するものと

する。 

一 附票通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事その他の執行機関であつて別表第三の上欄に

掲げるものから同表の下欄に掲げる事務の処理であつて国外転出者に係るものに関し求めがあつ

たとき。 

二 附票通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事その他の執行機関から番号利用法第九条第二

項の規定に基づき条例で定める事務の処理であつて国外転出者に係るものに関し求めがあつたと

き。 

三 附票通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事から第三十条の四十四の十一第二項の規定に

よる事務の処理に関し求めがあつたとき。 

２ 前項（第三号に係る部分に限る。）の規定による附票通知都道府県以外の都道府県の都道府県知

事への機構保存附票本人確認情報の提供は、総務省令で定めるところにより、機構の使用に係る電

子計算機から電気通信回線を通じて当該都道府県知事の使用に係る電子計算機に送信することによ

つて行うものとする。ただし、特別の求めがあつたときは、この限りでない。 

（附票通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の執行機関への附票本人確認情報の提供） 

第三十条の四十四の五 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、政令で定めるところによ

り、附票通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関に対し、機構

保存附票本人確認情報（第一号及び第二号に掲げる場合にあつては、住民票コードを除く。）を提

供するものとする。 

一 附票通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関であつて別表

第四の上欄に掲げるものから附票通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事を経て同表の下欄

に掲げる事務の処理であつて国外転出者に係るものに関し求めがあつたとき。 

二 附票通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関から番号利用

法第九条第二項の規定に基づき条例で定める事務の処理であつて国外転出者に係るものに関し求

めがあつたとき。 

三 附票通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の市町村長から附票通知都道府県以外の都

道府県の都道府県知事を経て戸籍の附票に関する事務の処理に関し求めがあつたとき。 

２ 前項（第三号に係る部分に限る。）の規定による附票通知都道府県以外の都道府県の区域内の市

町村の市町村長への機構保存附票本人確認情報の提供は、総務省令で定めるところにより、機構の

使用に係る電子計算機から電気通信回線を通じて当該市町村長の使用に係る電子計算機に送信する

ことによつて行うものとする。ただし、特別の求めがあつたときは、この限りでない。 

（附票本人確認情報の利用） 

第三十条の四十四の六 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、都道府県知事保

存附票本人確認情報（住民票コードを除く。次項並びに次条第二項及び第三項において同じ。）を
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利用することができる。 

一 別表第五に掲げる事務を遂行するとき（国外転出者に係る事務を処理する場合に限る。）。 

二 条例で定める事務を遂行するとき（国外転出者に係る事務を処理する場合に限る。）。 

三 附票本人確認情報の利用につき当該附票本人確認情報に係る本人が同意した事務を遂行すると

き（国外転出者に係る事務を処理する場合に限る。）。 

四 統計資料（国外転出者に係るものに限る。）の作成を行うとき。 

２ 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第一号に掲げる場合にあつては政令

で定めるところにより、第二号に掲げる場合にあつては条例で定めるところにより、都道府県知事

以外の当該都道府県の執行機関に対し、都道府県知事保存附票本人確認情報を提供するものとす

る。 

一 都道府県知事以外の当該都道府県の執行機関であつて別表第六の上欄に掲げるものから同表の

下欄に掲げる事務の処理であつて国外転出者に係るものに関し求めがあつたとき。 

二 都道府県知事以外の当該都道府県の執行機関であつて条例で定めるものから条例で定める事務

の処理であつて国外転出者に係るものに関し求めがあつたとき。 

３ 都道府県知事は、都道府県知事保存附票本人確認情報（住民票コードに限る。）を、第三十条の

十五第一項若しくは第二項又は第三十条の十五の二第二項若しくは第三項の規定による事務（これ

らの規定により、前二項又は次条第二項若しくは第三項の規定により利用し、又は提供する都道府

県知事保存附票本人確認情報に係る者の個人番号を利用し、又は提供する場合に限る。）に利用す

ることができる。 

４ 機構は、都道府県知事から第三十条の六第四項の規定による事務の処理に関し求めがあつたとき

は、政令で定めるところにより、当該都道府県知事に対し、機構保存附票本人確認情報を提供する

ものとする。 

５ 機構は、機構保存附票本人確認情報を、第三十条の七第四項又は第三十条の二十二第三項の規定

による事務に利用することができる。 

６ 機構は、機構保存附票本人確認情報（住民票コードに限る。）を、第三十条の九、第三十条の十

から第三十条の十二まで又は第三十条の十五の二第一項の規定による事務（これらの規定により、

第三十条の四十四、前三条又は次条第一項の規定により提供される機構保存附票本人確認情報に係

る者の個人番号を提供する場合に限る。）に利用することができる。 

７ 機構は、機構保存附票本人確認情報を、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証

業務に関する法律第八条、第十二条、第十三条、第十八条第三項、第二十七条、第三十条、第三十

一条及び第三十四条第二項の規定による事務の処理であつて国外転出者に係るものに利用すること

ができる。 

８ 機構は、機構保存附票本人確認情報を、番号利用法第三十八条の二第一項に規定する機構処理事

務のうち総務省令で定めるものの処理であつて国外転出者に係るものに利用することができる。 
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（準法定事務処理者への附票本人確認情報の提供等） 

第三十条の四十四の七 機構は、準法定事務処理者から第三十条の十五の二第一項に規定する総務省

令で定める準法定事務の処理であつて国外転出者に係るものに関し求めがあつたときは、政令で定

めるところにより、機構保存附票本人確認情報のうち住民票コード以外のものを提供するものとす

る。 

２ 都道府県知事は、第三十条の十五の二第二項に規定する総務省令で定める準法定事務を遂行する

とき（国外転出者に係る事務を処理する場合に限る。）は、都道府県知事保存附票本人確認情報を

利用することができる。 

３ 都道府県知事は、第三十条の十五の二第三項に規定する総務省令で定める者から同項に規定する

総務省令で定める準法定事務の処理であつて国外転出者に係るものに関し求めがあつたときは、都

道府県知事保存附票本人確認情報を提供するものとする。 

（報告書の公表） 

第三十条の四十四の八 機構は、毎年少なくとも一回、第三十条の四十四、第三十条の四十四の二及

び前条第一項（準法定事務処理者（国の機関又は別表第一の上欄に掲げる法人に限る。第三十条の

四十四の十二において同じ。）への機構保存附票本人確認情報の提供に係る部分に限る。）の規定

による機構保存附票本人確認情報及び住民票コードの提供の状況について、総務省令で定めるとこ

ろにより、報告書を作成し、これを公表しなければならない。 

（本人確認情報処理事務に関する規定の準用） 

第三十条の四十四の九 第三十条の十七から第三十条の二十までの規定は、この章の規定により機構

が処理することとされている事務について準用する。 

（都道府県知事に対する技術的な助言等） 

第三十条の四十四の十 機構は、都道府県知事に対し、第三十条の四十一第一項の規定による通知に

係る附票本人確認情報の電子計算機処理に関し必要な技術的な助言及び情報の提供を行うものとす

る。 

（市町村間の連絡調整等） 

第三十条の四十四の十一 都道府県知事は、第三十条の四十一第二項の規定による電気通信回線を通

じた附票本人確認情報の送信その他この章に規定する市町村の事務の処理に関し、当該都道府県の

区域内の市町村相互間における必要な連絡調整を行うものとする。 

２ 都道府県知事は、当該都道府県の区域内の市町村の市町村長に対し、戸籍の附票に正確な記録が

行われるよう、必要な協力をするものとする。 

３ 機構は、都道府県知事に対し、当該都道府県の区域内の市町村が備える戸籍の附票に正確な記録

が行われるよう、必要な協力をしなければならない。 

（附票本人確認情報の提供に関する手数料） 

第三十条の四十四の十二 機構は、第三十条の四十四、第三十条の四十四の二又は第三十条の四十四
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の七第一項に規定する求めを行う別表第一の上欄に掲げる国の機関若しくは法人若しくは準法定事

務処理者又はデジタル庁から、総務大臣の認可を受けて定める額の手数料を徴収することができ

る。 

（附票本人確認情報の保護） 

第三十条の四十四の十三 前章第四節（第三十条の三十七から第三十条の三十九までを除く。）の規

定は、附票本人確認情報の保護について準用する。この場合において、これらの規定中「受領者」

とあるのは「附票情報受領者」と、「受領した本人確認情報等」とあるのは「受領した附票本人確

認情報等」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第三十条の二十四第一項 第三十条の六第一項 第三十条の四十一第一項 

第三十条の二十四第二項 第三十条の七第一項 第三十条の四十二第一項 

第三十条の二十四第三項 第三十条の六第一項又は第三十条の

七第一項 

第三十条の四十一第一項又は第三十

条の四十二第一項 

第三十条の二十五第一項 第三十条の十三、第三十条の十五第

一項若しくは第二項、第三十条の十

五の二第二項若しくは第三項又は第

三十七条第二項 

第三十条の四十四の六第一項から第

三項まで又は第三十条の四十四の七

第二項若しくは第三項 

都道府県知事保存本人確認情報 都道府県知事保存附票本人確認情報 

第三十条の六第一項 第三十条の四十一第一項 

第三十条の二十五第二項 第三十条の九から第三十条の十二ま

で、第三十条の十五第三項から第五

項まで、第三十条の十五の二第一項

又は第三十七条第二項 

第三十条の四十四から第三十条の四

十四の五まで、第三十条の四十四の

六第四項から第八項まで又は第三十

条の四十四の七第一項 

機構保存本人確認情報 機構保存附票本人確認情報 

第三十条の七第一項 第三十条の四十二第一項 

第三十条の二十六第一項及

び第二項 

第三十条の六第一項 第三十条の四十一第一項 

第三十条の二十六第三項 本人確認情報処理事務 次章の規定により機構が処理するこ

ととされている事務 

第三十条の二十六第四項 第三十条の七第一項 第三十条の四十二第一項 

第三十条の二十七第一項 第三十条の六第一項 第三十条の四十一第一項 

第三十条の二十七第二項 第三十条の七第一項 第三十条の四十二第一項 

第三十条の二十八第一項 第三十条の九、第三十条の十から第

三十条の十四まで、第三十条の十五

第三十条の四十四、第三十条の四十

四の三から第三十条の四十四の五ま
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第二項若しくは第三十条の十五の二

第一項若しくは第三項 

で、第三十条の四十四の六第二項若

しくは第四項若しくは第三十条の四

十四の七第一項若しくは第三項 

第三十条の九の二 第三十条の四十四の二 

第三十条の二十九（見出し

を含む。） 

本人確認情報等の利用 附票本人確認情報等の利用 

本人確認情報等（本人確認情報 附票本人確認情報等（附票本人確認

情報 

第三十条の三十第一項 第三十条の十から第三十条の十四ま

で、第三十条の十五第二項又は第三

十条の十五の二第一項若しくは第三

項 

第三十条の四十四の三から第三十条

の四十四の五まで、第三十条の四十

四の六第二項若しくは第四項又は第

三十条の四十四の七第一項若しくは

第三項 

第三十条の三十第二項 第三十条の九、第三十条の九の二又

は第三十条の十五の二第一項 

第三十条の四十四、第三十条の四十

四の二又は第三十条の四十四の七第

一項 

本人確認情報等 附票本人確認情報等 

第三十条の三十第三項 本人確認情報等に 附票本人確認情報等に 

又は本人確認情報等 又は附票本人確認情報等 

第三十条の三十二第一項 第三十条の六第三項又は第三十条の

七第三項 

第三十条の四十一第三項又は第三十

条の四十二第三項 

第三十条の三十六 この法律の規定（第三章及び次章を

除く。） 

第三章及び次章の規定 

本人確認情報処理事務 同章の規定により機構が処理するこ

ととされている事務 

第三十条の四十第一項 第三十条の六第一項 第三十条の四十一第一項 

第三十条の四十第二項 この法律の規定（次章を除く。） 次章の規定 

第三十条の六第一項 第三十条の四十一第一項 
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住民基本台帳法別表第一から別表第六までの総務省令で定める事務を定める省令 

（平成14年総務省令第13号） 

 

（法別表第二の総務省令で定める事務） 

第二条  

略 

１１ 法別表第二の二の二の項の総務省令で定める事務は、次のとおりとする。 

一 地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の課税標

準の更正又は決定、税額の更正又は決定、納税の告知、督促、滞納処分その他の地方税の賦課徴

収に関する事務の対象となる者の生存の事実又は氏名若しくは住所の変更の事実の確認 

二 地方税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務に係る犯則嫌疑者又は参考人

（これらの者が法人である場合にあっては、その役員又は清算人）の生存の事実又は氏名若しく

は住所の変更の事実の確認 


